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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連結包持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第１挟持部材と、該第１挟
持部材と同様に連結包持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第２挟持部材
と、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とを左右対称にして接合する締付具と、前記第
１挟持部材と前記第２挟持部材とを近接及び離間可能となるように連結固着される可撓性
を有するシート材とを備え、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とが近接状態で前記シ
ート材は幅方向中間箇所を上方側で折返し部が形成されてなることを特徴とする建築用断
熱支持具。
【請求項２】
　請求項１において、前記シート材は、折板屋根板材同士の下馳部と上馳部とが馳締めさ
れて構成される馳締部と共に包持部内に挿入可能な構成としてなることを特徴とする建築
用断熱支持具。
【請求項３】
　請求項１又は２において、前記シート材は、方形状で且つ前記台座部との接着箇所は粘
着性の接着面が設けられてなることを特徴とする建築用断熱支持具。
【請求項４】
　請求項３において、前記シート材の前記接着面には離型シートが貼着され、該離型シー
トの剥離状態で前記第１挟持部材と前記第２挟持部材のそれぞれの台座部に接着自在とし
てなることを特徴とする建築用断熱支持具。



(2) JP 6764695 B2 2020.10.7

10

20

30

40

50

【請求項５】
　請求項１，２，３又は４の何れか１項において、前記シート材は、常時は平坦面となる
ように弾性力を有すると共に前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とを離間させるように
付勢してなることを特徴とする建築用断熱支持具。
【請求項６】
　幅方向一方側に下馳部を，他方側に上馳部を有する折板屋根板材が複数並設され、隣接
する両該折板屋根板材同士の前記下馳部と前記上馳部とが馳締連結されてなる下層屋根と
、該下層屋根と同等の構成を有する上層屋根とからなる二層屋根と、連結包持部を有し且
つ該連結包持部の下端に台座部を有する第１挟持部材と、該第１挟持部材と同様に連結包
持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第２挟持部材と、前記第１挟持部材
と前記第２挟持部材とを左右対称にして接合する締付具と、前記第１挟持部材と前記第２
挟持部材とを近接及び離間可能となるように連結固着される可撓性を有するシート材とを
備え、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とが近接状態で前記シート材は幅方向中間箇
所を上方側で折返し部が形成されてなる建築用断熱支持具とを備え、前記下層屋根の前記
馳締部は前記シート材にて包囲されると共に前記第１挟持部材と前記第２挟持部材の両前
記連結包持部にて包持され前記締付具にて固定され、前記建築用断熱支持具上部側にて前
記上層屋根が支持されてなることを特徴とする二層屋根。
【請求項７】
　請求項６において、前記上層屋根の前記馳締部を支持する吊子は、樹脂被覆されてなる
ことを特徴とする二層屋根。
【請求項８】
　請求項６又は７において、前記上層屋根の前記馳締部を構成する前記下馳締部と前記上
馳部との間に樹脂の軟質帯材が貼着されてなることを特徴とする二層屋根。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、下層屋根と上層屋根とからなる二層タイプの屋根において、その馳締タイプ
の下層屋根の馳締部に簡易且つ迅速に装着して、上層屋根を支持すると共に熱伸縮による
板鳴り現象を防止する機能を有する建築用断熱支持具及びその支持具を備えた二層屋根に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、下層屋根と上層屋根とからなる二層タイプの屋根又は壁等の外囲体が多く存在し
ている。これらの外囲体は、新設の二層タイプの屋根（又は壁）及び既設の屋根（壁も含
む）に新たに屋根（壁も含む）を新設した改修屋根が存在する。その下層屋根（又は壁）
は、金属製の折板建築用板によって施工されている。
【０００３】
　この種の外囲体において、下馳部と上馳部とを有する折板屋根板材から構成され、その
隣接する折板屋根板材同士の下馳部と上馳部とが馳締されて、折板屋根板材同士が連結さ
れて折板屋根等が施工されるものが存在する。上層屋根と下層屋根との間には支持具が設
けられており、該支持具は下層屋根上に装着され、前記支持具によって上層屋根が下層屋
根上に支持されるものである。
【０００４】
　そして、二層タイプの屋根では、上層及び下層の屋根において、外気温による温度差が
生じ、この温度差により、上下の屋根を構成する折板屋根板材の熱伸縮に差が生じること
がある。ここで、上下の屋根を支持する建築用断熱支持具には下層の屋根と上層の屋根と
の熱伸縮の差により、建築用断熱支持具と下層屋根との間にズレが生じ、そのときに、こ
すれ合い、騒音が生じる。一般的にこの騒音は板鳴と称せられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００５】
【特許文献１】特開２００６－９７２９３号公報
【特許文献２】特開平９－１８４２５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような、板鳴りを低減するための具体的な一例として特許文献１が挙げられる。特
許文献１では、上方に位置し、上層の折板屋根の馳締部に装着される吊子を有する屋根板
支持部材(71)と、下葺折板屋根上に設置される固定部材(8)とから構成されている。そし
て、屋根板支持部材(71)と、固定部材(8)とは相対的に摺動する構成となっている。
【０００７】
　特許文献１では、上記の構成とするために、レール部材(11)及び摺動部材(12)等が構成
部材として加わっており、構造が複雑となり、部品点数が多くなり、そのために製造も面
倒で、そのため高価なものとなる。また、接触面同士には潤滑剤が使用され、屋根の施工
でも面倒且つ高価なものとなるおそれがある。
【０００８】
　また特許文献２では、二層屋根において支持具(C)と下部外囲体(B)との間に非金属性軟
質帯材(5)を設けた実施形態が存在する。これによって、支持具(C)と下部外囲体(B)との
間に生ずるズレでは、非金属性軟質帯材(5)が設けられたことにより板鳴りを低減するも
のである。しかし、ここで、非金属性軟質帯材(5)は、支持具(C)を下部外囲体(B)上に設
置する前に、非金属性軟質帯材(5)を下部外囲体(B)上に予め貼着してゆかなければならな
い。
【０００９】
　このように、板鳴りを低減する工法においては、所定位置に間配りされた非金属性軟質
帯材等のシートを、下層屋根の所定の位置に貼り付けなければならなかった。この場合、
シートの配り忘れや数量不足により、貼着されていない箇所が発生し、求められる施工品
質が得られなくなるおそれがあった。
【００１０】
　また、特許文献１及び特許文献２等の従来技術において、支持具は、下層屋根に設置し
て、すぐに固定するものでなく、所定のおおよその場所に仮設置し、最終的に正確な設置
位置を調整し、しかる後固定し、上層屋根を施工するものである。支持具の仮置きでは、
馳締部を跨ぐようにして配置するが通常は下層屋根の馳締を左右の金具にて挟持するよう
にして固定するため、両金具は適正に離間していることが必要であった。支持具を下層屋
根の馳締部にセットする場合は、両手で左右一対の両金具をそれぞれ手で持ちつつ、両金
具を開き、その状態で馳締部に載せなければならなかった。やはり、この作業も面倒なも
のである。
【００１１】
　そこで、本発明の目的（解決しようとする技術的課題）は、極めて簡単な構成にて、二
層タイプの屋根における板鳴りを低減し、且つその構成を極めて簡単にする二層屋根にお
ける建築用断熱支持具を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　そこで、発明者は上記課題を解決すべく、鋭意，研究を重ねた結果、請求項１の発明を
、連結包持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第１挟持部材と、該第１挟
持部材と同様に連結包持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第２挟持部材
と、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とを左右対称にして接合する締付具と、前記第
１挟持部材と前記第２挟持部材とを近接及び離間可能となるように連結固着される可撓性
を有するシート材とを備え、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とが近接状態で前記シ
ート材は幅方向中間箇所を上方側で折返し部が形成されてなる建築用断熱支持具としたこ
とにより、上記課題を解決した。
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【００１３】
　請求項２の発明を、請求項１において、前記シート材は、折板屋根板材同士の下馳部と
上馳部とが馳締めされて構成される馳締部と共に包持部内に挿入可能な構成としてなる建
築用断熱支持具としたことにより、上記課題を解決した。請求項３の発明を、請求項１又
は２において、前記シート材は、方形状で且つ前記台座部との接着箇所は粘着性の接着面
が設けられてなる建築用断熱支持具としたことにより上記課題を解決した。
【００１４】
　請求項４の発明を、請求項３において、前記シート材の前記接着面には離型シートが貼
着され、該離型シートの剥離状態で前記第１挟持部材と前記第２挟持部材のそれぞれの台
座部に接着自在としてなる建築用断熱支持具としたことにより、上記課題を解決した。請
求項５の発明を、請求項１，２，３又は４の何れか１項において、前記シート材は、常時
は平坦面となるように弾性力を有すると共に前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とを離
間させるように付勢してなる建築用断熱支持具としたことにより、上記課題を解決した。
【００１５】
　請求項６の発明を、幅方向一方側に下馳部を，他方側に上馳部を有する折板屋根板材が
複数並設され、隣接する両該折板屋根板材同士の前記下馳部と前記上馳部とが馳締連結さ
れてなる下層屋根と、該下層屋根と同等の構成を有する上層屋根とからなる二層屋根と、
連結包持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第１挟持部材と、該第１挟持
部材と同様に連結包持部を有し且つ該連結包持部の下端に台座部を有する第２挟持部材と
、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とを左右対称にして接合する締付具と、前記第１
挟持部材と前記第２挟持部材とを近接及び離間可能となるように連結固着される可撓性を
有するシート材とを備え、前記第１挟持部材と前記第２挟持部材とが近接状態で前記シー
ト材は幅方向中間箇所を上方側で折返し部が形成されてなる建築用断熱支持具とを備え、
前記下層屋根の前記馳締部は前記シート材にて包囲されると共に前記第１挟持部材と前記
第２挟持部材の両前記連結包持部にて包持され前記締付具にて固定され、前記建築用断熱
支持具上部側にて前記上層屋根が支持されてなる二層屋根としたことにより、上記課題を
解決した。
【００１６】
　請求項７の発明を、請求項６において、前記上層屋根の前記馳締部を支持する吊子は、
樹脂被覆されてなる二層屋根としたことにより、上記課題を解決した。請求項８の発明を
、請求項６又は７において、前記上層屋根の前記馳締部を構成する前記下馳締部と前記上
馳部との間に樹脂の軟質帯材が貼着されてなる二層屋根としたことにより、上記課題を解
決した。
【発明の効果】
【００１７】
　請求項１の発明では、建築用断熱支持具を下層屋根の馳締部上の所定位置に配置すると
きに、そのまま馳締部に支持具と共にシート材を載せることができるため、本発明の建築
用断熱支持具の仮設置及び位置の微調整による最終設置を効率的に行うことができる。シ
ート材は、支持具に貼着しており作業の省力化を実現できる。
【００１８】
　シート材は、支持具と下層屋根及びその馳締部も含めて非接触にすることができるので
下層屋根への傷の発生を防止することができる。そして、シート材は、支持具と上層屋根
と下層屋根との間との熱伸縮によるズレから生じる板鳴りを低減することが可能となる。
また、二層屋根に本発明の建築用断熱支持具を使用したときに、第１挟持部材と第２挟持
部材にはこれらを連結するようにしてシート材を装着しているので、該シート部材が下層
屋根と上層屋根との間の熱伝達を遮断し、断熱の効果を発揮することができる。
【００１９】
　さらに、従来では、シート材と支持具とが完全に別体となっているため、シート材と支
持具との数が合わず、施工ミスが発生したり、入荷時期が遅れたりした場合に工程が延期
されることがあるが、本願発明では支持具とシート材は一体化されているので、何れの部
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材における配り忘れも防止できる。
【００２０】
　請求項２の発明では、シート材は馳締部と共に第１挟持部材と第２挟持部材のそれぞれ
の包持部に挿入可能な構成としたことにより、折板屋根板材同士の馳締部を良好な状態で
包持することができる。請求項３の発明では、シート材は、方形状で且つ前記台座部との
接着箇所は粘着性の接着面が設けられた構成により、第１挟持部材及び第２挟持部材のそ
れぞれの台座部とシート材との位置関係を単純にすることができ、したがって、第１挟持
部材と第２挟持部材に対するシート材の貼着作業を簡単且つ効率的にできる。
【００２１】
　請求項４の発明では、シート材の前記接着面には離型シートが貼着され、該離型シート
の剥離状態で前記第１挟持部材と前記第２挟持部材のそれぞれの台座部に接着自在とした
ことにより、第１挟持部材と第２挟持部材へのシート材の貼着作業をより一層効率的にで
きる。さらに、第１挟持部材と第２挟持部材と、シート材とはそれぞれ別々に保管してお
き、現場にて屋根の施工等に際してこれらを使用するときに、第１挟持部材と第２挟持部
材とにシート材を貼着することができ、これらを使用するまでの保管を良好な状態に保持
できるものである。
【００２２】
　請求項５の発明では、シート材は、常時は平坦面となるように弾性力を有すると共に第
１挟持部材と第２挟持部材とを離間させるように付勢する構成としたことにより、本発明
の建築用断熱支持具をシート材が常時平坦状となる弾性力によって、締付具を緩めた状態
で第１挟持部材と第２挟持部材とが所定間隔に開いた状態つまり離間した状態にできる。
【００２３】
　したがって、本発明の建築用断熱支持具を折板屋根の馳締部上に設置するときに、第１
挟持部材と第２挟持部材とが開き（離間）状態であるために、馳締部箇所に単に配置する
のみで、シート材が馳締部を包持しつつ両連結包持部に馳締部が収まるようにセットする
ことが略即座にできる。これによって、建築用断熱支持具の仮設置及びその仮設置から、
より正確な位置に微調整して締付具により締め付ける一連の作業を効率的に行うことがで
きる。
【００２４】
　請求項６の発明では、二層屋根における下層屋根及び上層屋根のそれぞれの折板屋根板
材を馳締連結タイプとしたものである。そして、建築用断熱支持具を下層屋根の馳締部箇
所に設置することで、シート材が馳締部箇所を包持すると共に第１挟持部材と第２挟持部
材のそれぞれの連結包持部がシート材ごと馳締部を包持することができる。
【００２５】
　これによって、建築用断熱支持具の締付具を締め付けるのみで、下層屋根上に設置する
ことができ、且つシート材によって、下層屋根と建築用断熱支持具との金属材同士の接触
が防がれて板鳴現象を防止することができる。また、シート材によって、下層屋根と上層
屋根との間の熱伝達を遮断し、保温性を保つことができ省エンルギに寄与できる。請求項
７の発明では、より一層断熱性が保たれる。請求項８の発明では、より一層板鳴現象を防
止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】（Ａ）は本発明の建築用断熱支持具を使用した二層屋根の正面図、（Ｂ）は（Ａ
）の（α）部における拡大断面図である。
【図２】（Ａ）は本発明の建築用断熱支持具の第１挟持部材と第２挟持部材と断熱ベース
とを分離した状態の斜視図、（Ｂ）は第１挟持部材と第２挟持部材とを締付具によって近
接する状態に締め付けた状態の正面図、（Ｃ）は本発明の建築用断熱支持具の第１挟持部
材と第２挟持部材とを分離した状態の正面図である。
【図３】（Ａ）乃至（Ｄ）は本発明における建築用断熱支持具を二層屋根の下層屋根の馳
締部箇所に装着する工程を示す正面図である。
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【図４】離型シートを有するシート材と分離した第１挟持部材と第２挟持部材の斜視図で
ある。
【図５】は本発明における建築用断熱支持具を使用した二層屋根の一部切除した要部側面
図である。
【図６】（Ａ）は断熱構造を有する二層屋根の上層屋根支持箇所の拡大縦断正面図、（Ｂ
）は（Ａ）の（β）部拡大図、（Ｃ）は上馳部と軟質帯材が貼着された下馳部の要部拡大
略示図、（Ｄ）は吊子の実施形態を示す一部切除した斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明を図面に基づいて説明する。まず、本発明における建築用断熱支持具Ａの
説明を行い、次に該建築用断熱支持具Ａを用いた二層屋根Ｂについて説明する。建築用断
熱支持具Ａの主な構成は、図１，図２に示すように、第１挟持部材１と、第２挟持部材２
と、締付具３と、断熱ベース４及びシート材５から構成される。前記第２挟持部材は、前
記第１挟持部と略同等に形成されたものである〔図２（Ｃ），（Ｂ）参照〕。前記第１挟
持部材１と第２挟持部材２とは、金属製であり、プレス加工等によって形成される。
【００２８】
　前記第１挟持部材１は、図１（Ｂ），図２等に示すように、正面板部１１の幅方向両側
より背面側に側面板部１２，１２が形成され、前記正面板部１１の上端に頂面板部１３が
形成されている。前記正面板部１１は、略長方形状に形成されたものであり、前記側面板
部１２は、前記正面板部１１に対して直角（略直角も含む）に折曲形成されたものであり
、さらに前記側面板部１２の端縁から第１挟持部材１の外方に向かって補強端片１２ａが
形成されている。該補強端片１２ａは、前記側面板部１２に対して直角（略直角も含む）
に形成されている。
【００２９】
　前記頂面板部１３は、前記正面板部１１の上端より直角（略直角も含む）に折曲形成さ
れている。さらに前記側面板部１２の上端位置には、前記頂面板部１３の位置よりも僅か
に高くなるように、折曲形成された折曲片１２ｂが設けられている〔図２（Ａ）参照〕。
該折曲片１２ｂは、両側面板部１２，１２の両方に形成されたものであって、前記頂面板
部１３には、幅方向両側に、折曲片１２ｂ，１２ｂが存在するものである。そして、両折
曲片１２ｂ，１２ｂとの間には適宜の間隔が設けられ空隙が形成され〔図２（Ａ）参照〕
、後述する断熱ベース４が前記空隙を介して載置され、固定し易い構成としている。さら
に、頂面板部１３には、吊子８等の部品装着用の貫通孔１３ａが形成されている。
【００３０】
　前記正面板部１１及び両側面板部１２の下方の位置には連結包持部１４が形成されてい
る〔図１（Ｂ），図２（Ｂ）等参照〕。該連結包持部１４は、後述する二層屋根の下層屋
根Ｂ1を構成する下層の折板屋根Ｂ1の馳締部Ｊの略半分の部分を収納することができる空
隙部であり、後述する第２挟持部材２の連結包持部２４と共に馳締部Ｊを包持する役目を
なすものである〔図１（Ｂ）参照〕。
【００３１】
　連結包持部１４は、正面空隙部１４ａと両側面空隙部１４ｂ，１４ｂとから構成されて
おり、前記正面空隙部１４ａは、前記正面板部１１に略長方形状の開口として形成された
ものであり、前記側面空隙部１４ｂ，１４ｂは、前記両側面板部１２，１２に略半円形状
又は略「Ｃ」字形状の開口として形成されたものである〔図２（Ｂ）参照〕。
【００３２】
　連結包持部１４の正面空隙部１４ａの下端縁より正面板部１１の正面側に上向き傾斜状
に突出する押え突起片１４ｃが形成されている。該押え突起片１４ｃは、第１挟持部材１
と第２挟持部材２とで折板屋根Ｂ1の馳締部Ｊを挟持したときに、該馳締部Ｊの一部を押
圧固定する役目をなすものである〔図１（Ｂ）参照〕。
【００３３】
　さらに、前記正面板部１１において、前記連結包持部１４（正面空隙部１４ａ）の形成
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位置よりも下方の面が馳挟持面１１ａとして使用される面となる〔図１（Ｂ）参照〕。該
馳挟持面１１ａは、平坦状の面であり、馳締部Ｊの首部箇所を後述する第２挟持部材２の
馳挟持面２１ａと共に挟持固定する部位である。
【００３４】
　前記正面板部１１及び前記側面板部１２の下端には台座部１５が形成されており、該台
座部１５は前記両側面板部１２より外方に向かって突出形成されたものである。該台座部
１５は、前記正面板部１１の下端から背面側に折曲形成されたものであり、僅かに傾斜角
度を有して形成されることもある。
【００３５】
　この傾斜角度は、後述する折板建築用板の上部の傾斜面と略同等となるように形成され
ることが好ましい〔図１（Ｂ）参照〕。ここで、前記正面板部１１の正面側とは、第１挟
持部と第２挟持部材とを接合した状態で、後述する第２挟持部材２の正面板部２１と対向
する面であり、また背面側は、前記正面側の反対側の面のことである。前記正面板部１１
には、締付具３のボルト３１が貫通する固着用貫通孔１６が形成されている。
【００３６】
　次に、第２挟持部材２は、図１（Ａ），図２（Ｂ）等に示すように、前記第１挟持部材
１と略同等の形状であり、略同等の構成としたものであり、前記第１挟持部材１で使用さ
れた各部位の名称は、そのまま使用され、各部位の相対的な構成についても第１挟持部材
１の場合と同様である。
【００３７】
　第２挟持部材２は、前記第１挟持部材１と同様に、正面板部２１の幅方向両側より背面
側に側面板部２２，２２が形成され、前記正面板部２１の上端に頂面板部２３が形成され
ている。さらに前記側面板部２２の端縁から第２挟持部材２の外方に向かって補強端片２
２ａが形成されている〔図１（Ａ），図２（Ｂ）参照〕。さらに、第１挟持部材１と同様
に、側面板部２２の上端位置には、前記頂面板部２３の位置よりも僅かに高くなるように
形成された折曲片２２ｂが設けられている。第２挟持部材２の折曲片２２ｂは、第１挟持
部材１における折曲片１２ｂと同等の構成である〔図２（Ａ）参照〕。
【００３８】
　前記正面板部２１及び両側面板部２２の下方の位置には連結包持部２４が形成されてい
る。該連結包持部２４は、前述したように、二層屋根Ｂの下層屋根Ｂ1を構成する折板建
築用板７１，７１，…の馳締部Ｊの略半分の部分を収納することができる空隙部である。
第１挟持部材１の連結包持部１４と、第２挟持部材２の連結包持部２４との形状は、馳締
部Ｊの形状に合わせたものであり、相互に異なることもある。
【００３９】
  具体的には、連結包持部１４は略四角形状であり、連結包持部２４は略半円形状である
。そして、第２挟持部材２と前記第１挟持部材１とは、それぞれの正面板部１１と正面板
部２１とが対向するようにして、左右対称状態に配置し、それぞれの連結包持部１４と連
結包持部２４とによって、下層屋根Ｂ1の馳締部Ｊを包持することができる〔図１（Ｂ）
参照〕。したがって、第２挟持部材２の連結包持部２４の高さ位置と、第１挟持部材１の
連結包持部１４との高さ位置とは、略同等である。
【００４０】
　第２挟持部材２の連結包持部２４は、正面空隙部２４ａと両側面空隙部２４ｂ，２４ｂ
とから構成されており、前記正面空隙部２４ａは、前記正面板部２１に略長方形状の開口
として形成されたものであり、前記側面空隙部２４ｂ，２４ｂは、前記両側面板部２２，
２２に長方形又は正方形等の略方形状の開口として形成されたものである。前記正面板部
２１において、前記連結包持部２４（具体的には正面空隙部２４ａ）の形成位置よりも下
方の面が馳挟持面２１ａとして使用される面となる。
【００４１】
　該馳挟持面２１ａは、平坦状の面であり、前述したように、馳締部の首部箇所を後述す
る前記第１挟持部材１の馳挟持面１１ａと共に挟持固定する部位である〔図１（Ｂ）参照
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〕。前記正面板部２１及び前記側面板部２２の下端には台座部２５が形成されており、該
台座部２５は前記両側面板部２２より外方に向かって突出形成されたものである。該台座
部２５は、前記正面板部２１の下端から背面側に折曲形成されたものであり、僅かに傾斜
角度を有して形成されることもある。この傾斜角度は、後述する折板建築用板の上部の傾
斜面と略同等となるように形成されることが好ましい。
【００４２】
　ここで、前記正面板部２１の正面側とは、第１挟持部と第２挟持部材とを接合した状態
で、後述する第１挟持部材１の正面板部１１と対向する面であり、また背面側は、前記正
面側の反対側の面のことである。前記正面板部２１には、締付具３のボルト３１が貫通す
る固着用貫通孔２６が形成されている。
【００４３】
　締付具３は、ボルト３１，ナット３２から構成されている〔図１（Ｂ）参照〕。そして
、前記ボルト３１が第１挟持部材１の正面板部１１と、第２挟持部材２の正面板部２１の
固着用貫通孔１６，２６に挿通され、ナット３２によって、両正面板部１１，１２が締め
付けられる。この締付具３の締付けによって、両馳挟持面１１ａ，２１ａによる馳締部Ｊ
の首部を締めつけることができる。第１挟持部材１と第２挟持部材２とは、図１（Ｂ）及
び図２に示すように、それぞれの正面板部１１，１２同士及び連結包持部１４，２４同士
が対向するようにして、左右対称に配置され、締付具３によって接合される。
【００４４】
　次に、前記断熱ベース４は、図２に示すように、前記第１挟持部材１と、前記第２挟持
部材２のそれぞれの頂面板部１３，２３に配置されるものである。その断熱ベース４は、
合成樹脂にて形成されたものであり、具体的には、プラスチック材等にて形成されている
。また、断熱ベース４は、断熱性を有し且つ建築用材として使用できるものであれば、そ
の材質は限定されない。
【００４５】
　この断熱ベース４は、その裏面側が第１挟持部材１及び第２挟持部材２のそれぞれの頂
面板部１３，２３の形状に対応する形状で、載置し易いものとなっている。また、立上り
段部４３の両側に段違いとなる面となるように、低位部４１と高位部４２とが存在してい
る。その低位部４１には、吊子８が配置固着され、また高位部４２には、後述する上層屋
根Ｂ2の山形頂部を裏面側より支持するものである。前記高位部４２は、前記上層屋根Ｂ2
の山形頂部の傾斜に合わせて傾斜面とすることもある。
【００４６】
　第１挟持部材１の頂面板部１３と、第２挟持部材２の頂面板部２３には、それぞれの貫
通孔１３ａ及び貫通孔２３ａが設けられている。両該貫通孔１３ａ，２３ａ箇所で且つ前
記頂面板部１３，２３のそれぞれの下面側には、内螺子部材６３，６４が溶接手段等にて
固着されている。
【００４７】
　該内螺子部材６３，６４は、ナットが使用されてもよい。そして、第１挟持部材１の貫
通孔１３ａと連通する内螺子部材６３にはボルト６１が螺合され、第２挟持部材２の貫通
孔２３ａと連通する内螺子部材６４にはボルト６２がそれぞれの個別に螺合される。
【００４８】
　そして、第１挟持部材１と第２挟持部材２が締付具３によって、適正に接合された状態
で、両頂面板部１３，２３にわたって、断熱ベース４が配置され、前記ボルト６１及び前
記ボルト６２により断熱ベース４が接合された第１挟持部材１と第２挟持部材２上に固着
されるようになっている〔図１（Ｂ）参照〕。
【００４９】
　シート材５は、長方形又は正方形等の方形状に形成されたものである〔図２（Ａ），図
４参照〕。該シート材５は、第１挟持部材１と前記第２挟持部材２とが前記締付具３の締
付及び締付解除によって、所定間隔をおいて近接及び離間可能となるように両前記台座部
１５及び台座部２５に連結固着されている。シート材５は、可撓性及び柔軟性を有するも
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のである。また、これらの要素に加えての弾性機能を有するものであってもよい。シート
材５は、弾性機能を有するタイプのものであれば、その弾性力によって第１挟持部材１と
第２挟持部材２を離間させ、第１挟持部材１と第２挟持部材２との間に屋根の連結部同士
の連結部分の幅方向よりも大きな空隙部を自動的に形成させることができる。
【００５０】
　シート材５は、樹脂製又はゴム材等の有機、無機材料からなるものであり、具体的には
、クロロプレーンゴム等である。また、シート材５の板厚は１mm程度である。また、シー
ト材５の前後方向の寸法は、第１挟持部材１の台座部１５及び第２挟持部材２の台座部２
５の前後方向の寸法と略同等又はシート材５の前後方向寸法が前記台座部１５，台座部２
５よりも大きく形成される。つまり、第１挟持部材１と第２挟持部材２のそれぞれの台座
部１５，２５が下層屋根Ｂ1と金属接触しないようにするものである。
【００５１】
　シート材５は、その一方側の面は、接着剤が塗布され接着面５ａとなっている（図４参
照）。該接着面５ａは、粘着性を有するものであって、第１挟持部材１及び第２挟持部材
２のそれぞれの台座部１５及び台座部２５に貼着される。シート材５の接着面５ａは、シ
ート材５の幅方向の両側部分に設けられ、その接着面５ａの大きさ及び形状は、台座部１
５又は台座部２５の形状及び大きさと略等しいものであ。シート材５によって、第１挟持
部材１と第２挟持部材２とが近接及び離間可能に連結される。
【００５２】
　前記接着面５ａにおける接着剤は、粘着性を有し、貼着又は引き剥がしが可能なもので
ある。上記のシート材５は、第１挟持部材１と第２挟持部材２との台座部１５，台座部２
５に予め貼着されており、建設現場に搬入され屋根の施工に使用される。さらに、シート
材５には、前記接着面５ａ上に離型シート紙５ｓが貼り付けられており、離型シート紙５
ｓを剥がしてから、シート材５の接着面５ａを第１挟持部材１と第２挟持部材２の台座部
１５及び台座部２５に貼着するタイプも存在する。
【００５３】
　この場合、シート材５と、金属材からなる第１挟持部材１，第２挟持部材２とは、それ
ぞれ別々の工場で製造され、一箇所の工場にて組付けることもできる。また、建設現場で
組み付けものであっても構わない。シート材５の接着面５ａにおける接着剤は、硬化する
ことで完全に固着するタイプのものであってもよい。シート材５は、幅方向中間箇所を上
方位置にて折返し部５１が形成されている。該折返し部５１は、略逆Ｕ字形状となる。
【００５４】
　次に、本発明における建築用断熱支持具Ａによって施工される二層屋根Ｂについて説明
する。二層屋根Ｂは下層屋根Ｂ1と上層屋根Ｂ2とから構成される。下層屋根Ｂ1は、複数
の折板屋根板材７１，７１，…から構成される。該折板屋根板材７１は、主板７１ａの幅
方向両側より立上り側部７１ｂ，７１ｂが形成されている。該立上り側部７１ｂ，７１ｂ
の上端には略平坦状とした上片部７１ｃ，７１ｃ形成されている。該上片部７１ｃは外方
上向きに僅かな角度にて傾斜している。
【００５５】
　そして、両上片部７１ｃ，７１ｃには、連結部７１ｄ，７１ｅがそれぞれ設けられてい
る。該連結部７１ｄ，７１ｅは、種々のタイプが存在するが、具体的には、７１ｄ，７１
ｅとして馳締タイプの下馳部と上馳部が存在する。以下、連結部７１ｄ，７１ｅは馳締タ
イプとして、下馳部７１ｄ及び上馳部７１ｅとして説明する。下馳部７１ｄ及び上馳部７
１ｅは、円弧状をなしている（図１参照）。また、特に図示しないが，下馳部７１ｄ及び
上馳部７１ｅが共に略三角形状に折曲形成されたタイプも存在する。また、前記下馳部７
１ｄと上馳部７１ｅには、略垂直状に形成された部位を有している。
【００５６】
　この垂直状部位は、下馳部７１ｄ及び上馳部７１ｅの下部と前記上片部７１ｃとの間に
位置しており、首部７１ｆと称する。そして、前記下馳部７１ｄ及び上馳部７１ｅとが馳
締めされて馳締部Ｊが構成される。該馳締部Ｊでは、前記下馳側の首部７１ｆと、上馳側
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の首部７１ｆとが略当接状態となる。
【００５７】
　母屋，胴縁等の構造材１００上に複数の受金具２００，２００，…が所定間隔をおいて
配置固着され、該受金具２００を介して折板屋根板材７１，７１，…が複数並設され、隣
接する折板屋根板材７１，７１同士の下馳部７１ｄ及び上馳部７１ｅとが共に馳締されて
連結され、屋根又は壁等が施工される（図１参照）。
【００５８】
　次に、上層屋根Ｂ2は、図１（Ａ），図２（Ａ）に示すように、前記下層屋根Ｂ1と同等
の構成であり、同様の折板屋根板材７２，７２，…が使用される。折板屋根板材７２，７
２，…は下層屋根Ｂ1を構成する折板屋根板材７１と同等又は略同等の構造を有する。つ
まり、主板７２ａの幅方向両側より立上り側部７２ｂ，７２ｂが形成されている。
【００５９】
　該立上り側部７２ｂ，７２ｂの上端には略平坦状とした上片部７２ｃ，７２ｃが形成さ
れている。該上片部７２ｃは外方上向きに僅かな角度にて傾斜している。さらに、両上片
部７２ｃには連結部として下馳部７２ｄ及び上馳部７２ｅを有している。また、両上片部
７２ｃと、下馳部７２ｄ或いは上馳部７２ｅとの間に首部７２ｆ，７２ｆが形成されてい
る。
【００６０】
　上記のように、折板屋根板材７１（７２），７１（７２），…における連結部は、馳締
タイプの下馳部７１ｄ（７２ｄ）及び上馳部７１ｅ（７２ｅ）として説明したが、本発明
においては、連結部が馳締タイプに限定されるものではなく、例えば、図示しないが、山
形部同士を嵌合するタイプ又はキャップ材を使用した嵌合タイプ、或いは山形部同士を重
合させる重合タイプ等、本発明における建築用断熱支持具Ａに装着可能なものであれば、
どのようなタイプの連結部であっても構わない。
【００６１】
　次に、本発明の建築用断熱支持具Ａを下層屋根Ｂ1の馳締部Ｊに装着する工程について
説明する。まず、本発明の建築用断熱支持具Ａの第１挟持部材１の連結包持部１４と、第
２挟持部材２の連結包持部２４とで馳締部Ｊを構成する下馳部７１ｄと上馳部７１ｅとを
包持しつつ、前記第１挟持部材１の馳挟持面１１ａと、前記第２挟持部材２の馳挟持面２
１ａとで、馳締部Ｊの下馳側の首部７１ｆと上馳側の首部７１ｆ同士を挟持する。
【００６２】
　そして、前記第１挟持部材１と前記第２挟持部材２とを締付具３を介して接合する。第
１挟持部材１と第２挟持部材２のそれぞれの頂面板部１３及び頂面板部２３上に断熱ベー
ス４が設置される。該断熱ベース４の下面側には、前記第１挟持部材１の頂面板部１３箇
所における両折曲片１２ｂ，１２ｂとの間に設けられた間隔に収まる突出条４４が形成さ
れており、該突出条４４が両折曲片１２ｂ，１２ｂ間に挿入されることによって、正確に
設置される。前記断熱ベース４は、ボルト・ナットから構成される固着具６１，６２によ
って、第１挟持部材１の頂面板部１３と、第２挟持部材２の頂面板部２３に固着される。
そして、前記断熱ベース４の低位部４１に吊子８が前記固着具６２によって装着される。
【００６３】
　上記二層屋根Ｂの施工において、下層屋根Ｂ1上に建築用断熱支持具Ａを設置するとき
に、下層屋根Ｂ1の各馳締部Ｊに対して建築用断熱支持具Ａをそれぞれの設置予定箇所に
配置する。このとき建築用断熱支持具Ａは、まず、締付具３による締付は行われず、仮設
置状態とする。この建築用断熱支持具Ａの馳締部Ｊに対する仮設置状態は、上層屋根Ｂ2
を実際に施工するときに、設置位置の微調整を行うために移動させる必要が生じることも
十分あり、そのために仮設置とするものである。
【００６４】
　本発明では、建築用断熱支持具Ａを仮設置するときに、締付具３を緩めて第１挟持部材
１と第２挟持部材２とを馳締部Ｊをそれぞれの連結包持部１４，２４に挿入可能となる程
度の間隔に離間させる〔図３（Ａ）参照〕。ここで、シート材５は、常時は略平坦面とな
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るように弾力性を有するものとすることにより、第１挟持部材１と第２挟持部材２とを適
正間隔に離間させるように付勢することができ、建築用断熱支持具Ａを下層屋根Ｂ1の馳
締部Ｊ上に仮設置する作業を行い易くできる。
【００６５】
　そして、そのまま、建築用断熱支持具Ａを下層屋根Ｂ1の馳締部Ｊ上に配置する。この
とき、シート材５の無接着範囲、つまり、台座部１５及び台座部２５と接着されていない
範囲は、下層屋根Ｂ1の馳締部Ｊを包むように屈曲し、自由に折れ曲がり柔軟に馳締部Ｊ
の外形に追随することができる〔図３（Ｂ），（Ｃ）参照〕。
【００６６】
　次いで、建築用断熱支持具Ａを正確な位置に微調整する。そして、締付具３の締付を行
い、第１挟持部材１と第２挟持部材２とを近接させ、両方の連結包持部１４，連結包持部
２４内にシート材５と共に馳締部Ｊを挿入収納する。これによって、建築用断熱支持具Ａ
と下層屋根Ｂ1は、シート材５によって金属同士の接触が防がれる。これを順次繰り返し
て、複数の建築用断熱支持具Ａ，Ａ，…を下層屋根Ｂ1上に配置してゆく。
【００６７】
　そして、下層屋根Ｂ1上に装着された建築用断熱支持具Ａ上に前記吊子８を介して前記
上層屋根Ｂ2が施工される。具体的には、吊子８の舌片部８１ａに上層屋根Ｂ2を構成する
折板屋根板材７２，７２，…の下馳部７２ｄと上馳部７２ｅとを馳締めし、これを順次繰
り返して上層屋根Ｂ2を施工する。
【００６８】
　二層屋根Ｂの前記上層屋根Ｂ2の馳締部Ｊを支持する役目をなす吊子８は、金属製の吊
子本体８１に対して樹脂膜材８２が被覆されたものが使用されることもある。該樹脂膜材
８２は、弾性或いは柔軟性を有するもので、ゴム又は樹脂等である。具体的には、軟質ゴ
ム（天然ゴム、合成ゴム）又は軟質塩化ビニル樹脂である。
【００６９】
　吊子８は、吊子本体８１が樹脂膜材８２にて全面被覆されているが、舌片部８１ａのみ
が樹脂膜材８２にて被覆されることもある。さらに、樹脂膜材８２の厚さは、約０．５～
約２mm程度とするものである。また、好ましくは、約０．５mm以上約１mm程度である。さ
らに好ましくは、約０．６mm以上約１mm程度である。吊子８は、前記断熱ベース４の低位
部４１にボルト６２によって固着される。
【００７０】
　さらに、前記上層屋根Ｂ2の前記馳締部Ｊを構成する下馳部７２ｄと上馳部７２ｅとの
間に樹脂の軟質帯材９が配置されることもある。該軟質帯材９は、弾性或いは柔軟性を有
するものであり、帯状をなしている。軟質帯材９の材質は、弾性を有するものとしてネオ
プレーンゴム，スチレンブタジェンゴム，ウレタンゴム，ポリブタジェンゴム，アクリル
ゴム，スチレンゴム，フッ素ゴム，シリコーンゴム等の天然及び合成ゴムである。
【００７１】
　また、軟質帯材９の材質として、柔軟性を有するものとしてはガラス長繊維積層体等の
軟質積層体，軟質塩ビ等の軟質合成樹脂や，ポリエチレンフォーム，ポリウレタンフォー
ム等の発泡材である。軟質帯材９は、隣接する上層屋根板の対向する下馳部７２ｄと上馳
部７２ｅとの間に介在され、下馳部７２ｄと上馳部７２ｅとが前記軟質帯材９を介在させ
つつ馳締めされるものである。
【００７２】
　軟質帯材９は、折板屋根板材７２の下馳部７２ｄと上馳部７２ｅの長手方向全体に亘っ
て連続して介在されている。前記軟質帯材９は、長尺の帯材であり、主に下馳部７２ｄに
予め貼着され、前記吊子８の舌片８１ａによって軟質帯材９と共に下馳部７２ｄが包持さ
れるものである。そして、吊子８と、上層屋根Ｂ2の馳締部Ｊとの間には、吊子８の樹脂
膜材８２と軟質帯材９とにより吊子８と上層屋根Ｂ2との金属部分同士の接触がなく、板
鳴減少を防止したり、より一層低減することができる。
【００７３】
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　本発明における建築用断熱支持具Ａは、前述した構成により、二層屋根Ｂを施工すると
きに、下層屋根Ｂ1に対して間配りを行う際、そのまま馳締部Ｊ箇所にシート材５の設置
が同時に行うことができる。そのために、シート材５の間配り及び現場での貼り付け作業
の貼付ミスの防止及び作業の省力化ができ、現場作業としてのそれぞれ別々の間配り及び
貼り付け作業等を無くすことができる。
【００７４】
　さらに、建築用断熱支持具Ａの底部のシート材５は、間配り(仮設置)の際、下層屋根Ｂ
1及び馳締部Ｊに金属同士の接触がないためキズ等の発生を防止することができる。また
、建築用断熱支持具Ａを使用して施工された二層屋根Ｂでは、板鳴りを低減又は抑えるこ
とが可能となる。
【符号の説明】
【００７５】
　Ａ…建築用断熱支持具、１…第１挟持部材、１４…連結包持部、１５…台座部、
２…第２挟持部材、２４…連結包持部、２５…台座部、３…締付具、５…シート材、
５ａ…接着面、５ｓ…離型シート、Ｂ…二層屋根、Ｂ1…下層屋根、
７１…折板屋根板材、７１ｄ…下馳部、７１ｅ…上馳部、Ｂ2…上層屋根、
７２…折板屋根板材、７２ｄ…下馳部、７２ｅ…上馳部、８…吊子、９…軟質帯材、
Ｊ…馳締部。

【図１】 【図２】
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